様式３　　
管理業務の計画書

	施設名
	
	
	

	法人・団体名
	
	
	


	１　利用の公平・公正の確保について

	　公の施設である当施設利用の公平・公正の確保に対する方針と、その取組項目（講座・貸室・ロビー・掲示板など）について、具体的にご記入ください。

	

	２　施設の効用の最大化について　

	１　地域住民のコミュニティ活動助長と生涯学習の普及振興を目的とする当施設をどのように管理運営していく方針ですか。その基本方針をご記入ください。

	


　
	２　施設の利用を促進するための方針及び利用率向上に関する取組について、具体的にご記入ください。

	

	３　運営事業計画について、ご記入ください。


	　　別添「運営事業計画書」（様式４の１、４の２及び４の３）に具体的にご記入ください。


	４　施設の運営に当たり、まちづくりセンター、まちづくり協議会や町内会などの地域の団体、他団体、他の施設の指定管理者などとの連携をどのように行い、どのような成果を目標としますか。具体的にご記入ください。

	


　
	５　区内または市内の団体・企業であること等に対する評価を行いますので、以下の項目についてご記入ください。

	（１）区内または市内に本拠地、本部、本社がある団体・企業ですか。
　 （□：該当（区内）、□：該当（市内）、□：非該当）
※　支部、支社、営業所は非該当になります。

（２）団体を構成する組織に地域住民団体が入っていますか。 （□：該当、□：非該当）
　　※　「地域住民団体」とは：町内会、子ども会、老人クラブなど、地域住民による地域活動を目的として構成された団体をいいます。

　　※　団体の組織図を添付してください。

（３）市内の地域活動への継続した貢献実績がありますか。　 （□：該当、□：非該当）

　　※　貢献実績をご記入ください。（例：地域のイベントへの参加、協力、寄附など）



	６　施設の設置目的である「地域住民のコミュニティ活動の助長」を効果的に発揮するため、施設の運営を通じて、「まちづくり活動への参加意欲の醸成」または「まちづくり活動の担い手の育成」にどのように貢献することができますか。具体的にご記入ください。

	

	７　「地域社会の絆の強化」について、施設の運営を通じてどのように貢献することができますか。具体的にご記入ください（例：地域とのネットワークづくりや、災害時における避難所運営に向けた対応など）。

	

	８　運営協議会設置の方針(運営に当たっての基本的な考え方、想定する参加者、運営のサイクル等)を具体的にご記入ください。

	

	９　地域住民（利用者）の声の把握とその声を反映する仕組みについて、どのような体制を考えていますか。具体的にご記入ください。※その場合のセルフモニタリングの実施方法と利用者アンケートにおける利用者満足度の目標値を示してください。

	

	10　利用者から寄せられた苦情に対し、どのように対応されるつもりですか。対応方法、責任体制、市への報告など、具体的にご記入ください。

	

	11　市税を投入して建設・運営する施設の管理者として、利用料金から得られる利益の一部を市民に還元するとするならば、どのようなことができますか。具体的にご記入ください。

	


	３　市内の雇用安定への寄与について　

	１　管理業務を行うに当たり、第三者への委託、物品の調達等について、札幌市内の企業等の活用計画をご記入ください。

	

	２　管理業務を行うに当たり、職員の雇用、再委託、物品の調達等について、障がい者の積極的な雇用など福祉施策への取組方針・今後の取組予定をご記入ください。

	

	３　職員の雇用環境の維持向上に向けた取組の基本的な考え方、取組内容をご記入ください。特に、労働関係法令遵守に向けた対応やワーク・ライフ・バランスの推進など、職員の雇用環境等を向上させることで市民サービスの向上等に結び付く具体的な取組があれば積極的にアピールしてください。なお、ワーク・ライフ・バランスの推進の取組については、様式７にある取組を実施する場合は、該当する取組に○を付けてください。

	


　
	４　安定した施設管理について

	１　類似業務（貸室事業、住民を対象とした講座事業、文化展・スポーツ大会等のコミュニティ事業）の実績がある場合、その内容と実施期間についてご記入ください。実績がない場合には「該当なし」とご記入ください。

· 類似業務とは、次の３事業をいいます。

・貸室事業：収容人数100人以上のホール及び定員10名以上の貸室が対象
・住民を対象とした講座事業：年間で５科目・20回以上の講座が対象

・住民を対象とした文化展、スポーツ大会等のコミュニティ事業：年間２回以上の事業が対象

	施設名及び所在地

事業又は活動の内容

実施期間

　※「類似の業務（官公庁から委託を受けた事業等）の活動実績に関する書類」があれば、添付してください。


	２　当施設における組織体制（職位、職種、人数）について具体的に図解してください。また、上部組織等（連合体を含む。）がある場合は、上部組織等における当施設の組織の位置について別に図解してください。

	


	３　職員の配置計画、勤務形態について具体的にご記入ください。

	職員配置の場所

曜日等

職員配置の時間帯

常勤職員

パート職員

その他

事務室

月～金

～

土

～
日

～
祝日

～
図書室

月～金

～
土

～
日

～
祝日

～
　

	　(1) 常勤職員

担当する業務

人数

勤務条件

　　※常勤職員とは、概ね１日８時間、週40時間程度勤務する年間を通して働く職員を言います。
　(2) パート職員

担当する業務

人数

勤務条件

　　※ここでのパート職員とは、常勤職員より勤務時間が短く、年間を通して働く職員を言います。
(3) その他の職員
担当する業務

人数

勤務条件

　　※ここでのその他の職員とは、上記の常勤職員及びパート職員以外の短期雇用の職員を言います。

· 勤務条件欄には「労働契約の期間」「始業及び終業の時刻」「所定労働時間を超える労働の有無」「休憩時間」「休日」「休暇」「賃金の決定、計算及び支払の方法」「退職」「社会保険等の加入状況」をご記入ください。

※　労働関係法令の遵守は必須となります。
※　なお、非正規職員から正規職員への転換に向けた職員雇用方針とその取組があれば、その他の欄に記載し積極的にアピールしてください。

	　　　　　　　　　　　　勤務条件の内容

職　種
常勤職員、パート職員、その他の職員

契約期間
期間の定めなし、期間の定めあり（　年　月　日～　年　月　日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１　契約の更新の有無
〔自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（　　　　）〕
２　契約の更新は次により判断する
　・契約期間満了時の業務量　　　・勤務成績・態度　　　・能力
　・従事している業務の進捗状況　　　・その他（　　　　　　　　）
従事する業務の内容
始業・終業
の時刻

始業　　　時　　　分　～　終業　　　時　　　分　　　
休憩時間

　休憩時間（　　）分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所定時間外労働の有無

　所定時間外労働の有無（　有　，　無　）　　　　　　　　　　　
休　　　日
・定例日；毎週（　　）曜日、国民の祝日、その他（　　　　　　　　　）
・非定例日；週・月当たり（　　）日、その他（　　　　　　　　　　）　
休　　　暇
１　年次有給休暇　雇入れの日から６か月継続勤務した場合→（　　　）日　　　　　
　　　　　　　　　雇入れの日継続勤務６か月以内の年次有給休暇（有,無）　
　　　　　　　　　→（　　）か月経過で（　　）日　
２　代替休暇（有・無）　　　　　　　　　　　　
３　その他の休暇　有給（　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　
                  無給（　　　　　　　　　　）
賃　　　金
１　基本給　  イ　月給（　　　　　円）、
ロ　日給（　　　　　円）
　　　　　　　ハ　時間給（　　　　円）
ニ　出来高給（基本単価　　　円、保障給　　円）
ホ　その他（　　　　　円）
へ　就業規則に規定されている賃金等級等　　　　　　　　　　　　
２　諸手当及び賞与の額及び計算方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    イ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
    ロ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
    ハ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
３　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率　　
　　イ　所定時間外　法定超　月60時間以内（　　）％、
月60時間超　（　　）％
所定超（　　）％、　　　　
　　ロ　休日　法定休日（　　）％、法定外休日（　　）％、　　　　
　　ハ　深夜（　　）％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　賃金締切日　　毎月　日
５　賃金支払日　　毎月　日
６　賃金の支払方法

退　　　職

１　定年制　（　有　（　　歳）　，　無　）　
２　継続雇用制度（　有（　　歳まで）　，　無　）　　　　　　　　　　
３　自己都合退職の手続（退職日の（　　）日以上前に届け出ること）　　
４　解雇の事由及び手続

　　

そ　の　他

・社会保険の加入状況（　健康保険　厚生年金保険　厚生年金基金
　　　　　　　　その他（　　　　））　　　　　　　　　　
・雇用保険の適用（　有　，　無　）　　　　　　　　　　　　　　　
・その他　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

	４　職員の採用計画について具体的にご記入ください。

	

	５　職員の人材育成及び研修計画について具体的にご記入ください（ただし、業務仕様書において研修が義務づけられているものを除く。）。

	

	６　防災業務の実施方針、防災業務の役割分担、防災訓練の予定、事故等への対応方法、消防法への対応の内容について年度別の実施方法を含めて具体的にご記入ください。

	

	

	７　当施設の運営に当たり、札幌市の「環境方針」（募集要項資料16）に基づく環境保全行動への取組について、計画があればご記入ください。

	

	８　管理業務の仕様書に示す「施設、設備等の維持に関する管理」業務の具体的な実施要領（第三者への委託を含む）、年度別の実施計画を示してください。
　　特に、安全性や市民サービスの向上、管理運営の節減に結びつく工夫の内容について、積極的にアピールしてください。

	


※記載欄が足りない場合は、枠の大きさを任意に調整又は別紙として添付してください。

